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石油コンビナート等防災計画に関する事例紹介 

 

【事例①】統制部コンビナートチーム災害等対応事例集（神奈川県） 

 「神奈川県石油コンビナート等防災本部等初動対応マニュアル」や「統制部コンビナートチ

ーム初動対応マニュアル」に加えて事例集を作成し、災害対策本部が設置された場合に、応

援職員など担当外の職員がコンビナートの災害対応を行うことを想定して、代表的な対応事

例がまとめられている。 

 

「統制部コンビナートチーム災害等対応事例集 目次 

 
  

資料２ 



2 
 

「大容量泡放射システムの現地搬入に係る支援要請を受けた場合」の対応事例 
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【事例②】石油コンビナート等災害対策本部等運営要領（新潟県） 

 防災本部がとるべき防災活動体制等を防災計画から抜き出し、わかりやすくまとめている。 

 単独災害の防災活動体制では、災害態様に応じた防災体制や移行の判断、現地本部設置の有

無が示されている。 

 

防災活動体制（単独災害） 
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 地震・津波等の警報発生時、異常現象の覚知時等について、初動対応が整理されると共に、

勤務時間外の対応についても記載されている。 

 

初動対応 
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【事例③】災害発生時における防災体制の組織図（新潟県） 

 災害が拡大して現地本部を設置することとなった場合や、複合災害が発生した場合（石油コ

ンビナート災害と大規模な自然災害が同時に発生した場合）の防災体制が、組織図として図

解されている。 

【出典】新潟県石油コンビナート等防災計画 
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【出典】新潟県石油コン

ビナート等防災計画 



8 
 

【事例④】石油コンビナート災害時の住民広報マニュアル策定指針（新潟県） 

 市町が関係機関と連携しながら住民広報を実施するために必要な事項を整理し、関係市町へ

石油コンビナート災害時の住民広報マニュアルを整備するよう求めている。 

 

 関係機関の役割分担が明示されている。 

 

 

 事業所が先行して住民広報を行う場合について記載されている。 

「近隣住民に直ちに被害が及ぶおそれのある場合は、事業者が先行して、例えば、当面の屋

内退避の指示等の広報を実施することとし、その場合は、事業者は速やかに市町へその旨を

報告する。」 
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 コンビナート事故の状況に応じた避難実施の判断と避難方法、避難のタイミングについて事

前検討しておくこととし、広報実施のためのフローチャート、広報文案が例示されている。 
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【事例⑤】周辺住民が円滑な避難行動がとれる情報提供（神奈川県） 

 防災アセスメント調査結果に係る住民説明会を開催し、発災時に周辺住民が円滑な避難行動

がとれるような情報提供を実施している（平成 27 年度）。 

 

【出典】平成 28年度第１回神奈川県石油コンビナート等防災対策検討会資料 

  



12 
 

【事例⑥】特定事業所等における地震・津波発生時の初動体制の手引き（千葉県） 

 東日本大震災で観測された東京湾内湾の津波高を踏まえ、津波対策の必要性を再確認し、特

定事業所における地震・津波時の初動体制の確立を推進する内容となっている。 

 

地震・津波対策の必要性 

 

【出典】千葉県石油コンビナート等防災計画 付属資料編 
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 具体的な地震・津波対策がチェックリストとして示され、各項目について解説されている。 

 

具体的な検討項目（抜粋） 

 

【出典】千葉県石油コンビナート等防災計画 付属資料編 
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【事例⑦】特定事業所の予防対策の促進（神奈川県） 

 神奈川県では、石油コンビナート等防災アセスメント調査（平成 25～26 年度）及び防災計

画の見直し（平成 27 年度）を踏まえ、平成 28 年度に特定事業所の予防対策を促進するため

の体制を整備している。 

 

「神奈川県石油コンビナート等防災対策検討会」の下に「行政分科会」「保安分科会」を設

置し、防災計画の進捗状況を調査、把握し、新たな課題を抽出、対応するための体制を構築。 

 

【出典】平成 29年度第１回神奈川県石油コンビナート等防災対策検討会資料 

 

 これまでに、以下のような取組みを実施している。 

・特定事業所における予防対策取り組み計画の策定（平成 31年度末までの策定を目指す） 

・予防対策取組状況調査の実施（事業所や関係行政機関の対応や取組状況を調査し、その結果

を HPで公表） 

・予防対策手法等（ハード面・ソフト面）の具体化及び周知（具体的事例の整理と情報提供） 

・国への要望（危険物タンクにおけるスロッシングの早期検知技術の研究・開発、事業所外部

の講習会への参加費補助などの人材育成の支援等） 
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【事例⑧】計画の進行管理（大阪府） 

 防災計画において、計画の進行管理の考え方、流れを示している。 

 

 
【出典】大阪府石油コンビナート等防災計画 
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【参考事例①】四日市コンビナート地域危険物事故防止アクションプラン（四日市市消防本部及

び四日市コンビナート地域災協議会） 

 南海トラフの巨大地震の発生も危惧される中、重大事故だけでなく軽微な事故の発生防止も

含めて、事故防止対策を講じていく必要があるとの認識から、官民一体となったアクション

プランの策定を行っている。 

 平成 30年度のアクションプランでは、事故事例の学習会やセミナーが開催されている。 

 事業所における図上訓練の実施が推進されると共に、各事業所における実動訓練の実施にあ

たっては、消防本部職員が立会い、火災発生時における自衛防災組織等の現場活動状況など

の検証を行っている。 
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【参考事例②】コンビナート災害による避難事例（和歌山県有田市） 

 旧東燃ゼネラル(株)和歌山工場の火災事故（2017 年 1 月 22 日発生）において、BLEVE のリ

スクに対する予防的措置として、地域住民に対して避難指示が発令された。 

 実際には BLEVE は発生していないが、危機管理の観点からは、BLEVE の発生可能性が高

まってからでは安全な避難は困難であり、状況に応じた予防的な避難指示が重要であると指

摘されている。 

 

 当該事業所では、事故発生以前（2011 年）に重大事故に係るリスクアセスメントを実施して

いた。 

 

 リスクアセスメントの結果は、防災活動要領の付属資料（防災戦術シート）として整理され、

発災時に参照できるよう常備されていた。 

 

 当該事業所は、管轄の有田市消防本部と想定される BLEVE リスクや住民避難誘導に関して、

協議を行っていた（2016 年）。 

 事故当時は、防災戦術シートに基づき、事業所及び消防本部による適切・迅速な消火戦略・

戦術の判断と消火活動が行われた。 

 有田市の防災担当部局では、事前に消防本部と重大事故のリスクや住民避難に関して情報共

【重大事故に係るリスクアセスメントの実施項目】 

①BLEVE(Boiling Liquid Expanding Vapor Explosion) 

②VCE(Vapor Cloud Explosion)：蒸気雲爆発 

③容器の破裂 

④有毒ガス放出 

⑤有毒液体流出 

⑥大規模火災 

【防災戦術シートの記載内容（例）】 

①想定されるハザード、事故のシナリオ 

②装置・機器情報（形状、容量、温度・圧力、内容物、散水設備、保温施工等） 

③内容物のリスク情報（有害性リスク、爆発の特性、環境影響や臭気、分散や雲霧性） 

④設備及び周辺のリスク（設備とその他の接続部、近隣設備の冷却、他エリア） 

⑤運転部門の対応、想定機材・人員、アプローチ 

⑥BLEVE リスク回避のための戦略的緊急対応（ブロッキング､冷却､消火､隣接タンクから

輻射熱を受けている場合の消火戦術､LPGタンク下のプール火災の場合の消火戦術等） 

⑦配置図 等 
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有していたことから、最悪の事態に備えた予防的な住民避難指示を速やかに発令することが

できた。 

 事故後、事業所及び有田市消防本部に有田市及び警察が加わった 4 者での協議（防災会議）

を行っていくことが決定された。 

 事故時における消火戦略・戦術の判断にあたっては、プロセス安全担当等の専門家が現場に

いることが必要との認識から、消防技術説明者の選任が行われている。 

 

【参考文献】JXTG エネルギー株式会社 和歌山製油所 火災事故調査委員会：JXTG エネルギー株式会社 和歌山製

油所 火災事故報告書，2017 

 


